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住生活関連産業や新技術等を巡る状況について

資料４



１. 産業について 

　　- 住宅産業の動向について 

　　- 住生活関連産業の動向について 

　  - 人材・担い手について 

２. 新たな技術の活用等について 

    - 新技術等の動向について 

　　- 住生活分野における新技術活用等について



木造戸建住宅の工務店等規模別シェア 
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〇 木造戸建住宅の約５割は年間受注戸数が50戸未満の大工・工務店が供給

第３回勉強会資料５　更新
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18.4％
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20～49戸

14.8％

50～299戸

19.9％ 

300戸以上

26.7％

5.1％ 5.6％ 9.9％ 13.9％ 23.2％ 42.4％

4.8％ 93.8％

13.8％ 17.2％ 30.3％

２×４

プレハブ

その他

61千戸

8千戸

注：平成25年度の瑕疵担保履行法に基づく届出、住宅瑕疵担保責任保険の加入実績及び各社の公表資料等による（一部推計を含む）。

24.5％ 12.0％

うち木造
11千戸

在来工法

119千戸

10千戸

0.2千戸

0.3千戸

53.3％

34.5％

2.4％

51.9％

224千戸

30千戸

うち木造
7千戸

うち木造
0.6千戸

木造住宅戸数

262千戸

中小大工・工務店
木造住宅戸数

131千戸
(木造住宅戸数262千戸の49.8%)

戸建住宅供給戸数（請負のみ）の大工・工務店年間受注戸数別シェア　【平成25年度】



長期優良住宅の認定取得割合 （大手事業者、中小事業者）
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【平成３０年度戸建注文住宅の供給戸数と長期優良住宅の認定割合（事業者規模（年間供給戸数）別）】

：長期優良住宅の認定戸数

〇 大規模事業者（年間供給戸数１万戸以上）の長期優良住宅の認定取得割合は約９割であり、ほとん
どが長期優良住宅として供給

〇 一方で、小規模事業者（年間供給戸数150戸未満）による長期優良住宅の認定取得割合は約1.5割

小規模事業者
（１５０戸未満／年）

中規模事業者
（１５０以上１万戸未満／年）

大規模事業者
（１万戸以上／年）

分譲事業者

年間供給戸数

12.8万戸

13.7万戸

2.5万戸

14.5万戸

1.9万戸（14.8%）

5.2万戸（38.0%）

2.2万戸（88.0%）

1.7万戸（11.7%）

認定戸数

（出典）国土交通省調べ



良質な木造住宅の供給促進 （地域型住宅グリーン化事業）
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〇 地域における木造住宅の生産体制を強化し、環境負荷の低減を図るため、資材供給、設計、施工
などの連携体制により、地域材を用いて省エネルギー性能や耐久性等に優れた木造住宅・建築物
の整備、住宅の断熱改修の促進を図るとともに、当該木造住宅の整備と併せて行う三世代同居へ
の対応等に対して支援

•地域型住宅の規格・仕様
•資材の供給・加工・利用
•積算、施工方法
•維持管理方法
•その他、グループの取組

共通ルールの設定

グループの構築

関連事業者の
連携体制の構築

建築士
事務所

建材流通
事業者

プレカット
事業者

中小
工務店

原木
供給者

製材
事業者

地
域
型
住
宅
・
建
築
物
の
整
備

優良建築物型
認定低炭素建築物など一定の良質な建築物

１万円/㎡ （床面積）

 

  
  

 
 

外皮の高断熱化

１次エネルギー消費量が
基準と比べ少ない

その他一定の措置（選択）
　・ＢＥＭＳの導入
　・節水対策
　・ヒートアイランド対策　等

補助対象（住宅）のイメージ

補助対象（建築物）のイメージ 省エネ改修型
省エネ性能が一定程度向上する断熱改修

50万円/戸

設備の高効率化

劣化対策

耐震性

維持管理・更新の容易性

外皮の
高断熱化

長寿命型

高度省エネ型

補助限度額
110万円/戸　※１長期優良住宅

認定低炭素住宅
性能向上計画認定住宅

110万円/戸　※１
110万円/戸　※１

・地域材加算 ……… 主要構造材（柱・梁・桁・土台）の過半に地域材を
使用する場合、20万円/戸を限度に補助額を加算

・三世代同居加算 … 玄関・キッチン・浴室又はトイレのうちいずれか２つ以上
を複数箇所設置する場合、30万円/戸を限度に補助額を加算

※１　４戸以上の施工経験を有する事業者の場合、
補助限度額100万円/戸

※２  ４戸以上の施工経験を有する事業者の場合、
補助限度額125万円/戸

ゼロエネ住宅型
ゼロ・エネルギー住宅 140万円/戸　※２



リフォームの担い手
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地場工務店系
33,000(-7.8%)

←

　
工
事
規
模
　
大

住宅設備機器・
建材メーカー系
15,500(-3.1%)

リノベーション系
1,280(-3.0%)

エネルギー
供給事業者系
2,650(-8.6%)

ハウスメーカー系
6,300（+4.1%)

専門工事業系
7,800(-8.2%)

ゼネコン・
デベロッパー系
4,400（-8.6%)

小売系
（家電量販店、ホームセンター、百貨店等）

2,050(+5.7%)

インターネット
事業者

280(-5.1%)

自社物件のアフターメンテナ
ンスが多い。戸建住宅のリ
フォームを中心に、フラン
チャイズ展開も図る。

戸建住宅から集合住宅まで総
合的な提案・フォローを実施。
フランチャイズ展開による促
進を図る。

自社商品の利用促進となる
水廻りリフォームが中心。

塗装工事業、内装
工事業等、自己の
主業を軸に、部分
的にリフォームを
受注。

戸建住宅及び集合住宅の専有
部 分 を 中 心 に 、 大 規 模 リ
フォームから小規模の修理・
補修まで受注。地域密着で小
規模事業者が多い。

小売業として取り扱う設備・内
装等の修理・取替からリフォー
ムまで工事を受注。

自社商品の利用促進となる
設備機器の更新を主体とし
た水廻り工事、生活の電化
等が多い。元請として総合リフォー

ムを展開しているところ
が多い。

主に中古集合住宅を一棟
丸ごと、あるいは戸単位
で買取り、全面改修の上
で再販。

インターネット
を 活 用 し た 設
備 ・ 建 材 の 販
売・施工。

リフォーム専業系
5,320(-3.3%)

（資料）　リフォーム事業による売上高【単位：億円（対前年比）】は、株式会社富士経済「新・住宅リフォーム市場の全貌とビジネス戦略分析2015」から引用

〇 住宅のリフォーム事業には、様々な種類の事業者が参入しており、主な担い手は、「地場工務店系」
及び「住宅設備機器・建材メーカー系」となっている

〇 新設住宅と比較して、小規模事業者のシェアが大きいと考えられる

第３回勉強会資料５



住宅リフォーム事業者団体登録制度
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制度の内容
ロゴマーク（商標登録済）

・ 一般社団法人又は中小企業等協同組合等
・ ２都道府県以上を事業範囲（会員の主たる事業所の所在地が２都道府県以上）
・ 概ね１００者以上のリフォーム事業者を主たる構成員とする
・ 設立後２年を経過（設立前の任意団体で一定の業務実績がある場合はそれらの実績を勘案。ただし、設立後１年以上。）

① 共通要件
　　・ 団体の財務状況が健全であること（例：債務超過又は２年連続赤字でないこと）
　　・ 会員の業務に関する消費者相談窓口を設けていること
　　・ 会員を対象とした研修等の人材育成の仕組みを有していること　等
② 構成員の要件
　　・ 実施する工事の内容に応じた必要な知識及び技術を有すること。（原則下表の資格等）

工事の内容 法人の保有資格

マンション共用部分修繕部門 建設業許可

構造・防水工事を含む戸建て住宅リフォーム 建設業許可、または、常勤の建築士もしくは建築施工管理技士

内装・設備工事 建設業許可、または、常勤の建築士、建築施工管理技士その他の資格者

（１）対象となる団体

（２）団体の登録要件

団体において、次に掲げる事項を遵守することとし、必要な指導、助言、勧告等を行うこととしていること。
　・見積り、契約時の書面の交付
　・一定額以上の工事についてリフォーム瑕疵保険・大規模修繕瑕疵保険の加入（注文者が予め書面で不要の意思表示をしている場合を除く。）
　　「一定額」＝

（３）構成員による個別の工事について

戸建住宅の場合：５００万円以下で団体の定める額。
マンション共用部分の場合：戸数×１００万円又は１億円の低い方の額で、団体の定める額。

〇 住宅リフォーム事業者の業務の適正な運営の確保及び消費者への情報提供を行うなど一定の要件を
満たす住宅リフォーム事業者の団体を国が登録することにより、住宅リフォーム事業の健全な発達
及び消費者が安心してリフォームを行うことができる環境の整備を推進

令和２年３月末現在の登録団体数：15団体



ハウスメーカーの海外進出状況
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○ 住宅生産団体連合会会員の大手ハウスメーカー等18社のうち約半数が海外進出している(2019年時点)

○ 北米・オセアニア・東南アジア・中国等で戸建住宅、賃貸住宅、マンション等の販売事業を展開

【東南アジア】
○進出企業6社
○展開事業
　・戸建住宅、マンション販売
　・不動産開発
　・プレハブ住宅生産

【東アジア】
○進出企業5社
○展開事業
　・戸建住宅、マンション販売
　・不動産開発

【北米】
○進出企業6社
○展開事業
　・戸建住宅、賃貸住宅販売
　・住宅地開発　
　・不動産開発

【オセアニア】
○進出企業5社
○展開事業
　・戸建住宅、マンション販売
　・不動産開発

資料（一社）住宅生産団体連合のデータより国土交通省作成　

【欧州】
○進出企業１社
○展開事業
　・戸建住宅販売　

第47回分科会参考資料１



住宅・建築分野における海外展開支援・国際協力
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基本的取組方針
　　　　 ●官民協調、JＨＦ、ＵＲ、国際協力機関等との緊密な連携
　　　　 ●耐震、環境分野などの我が国技術の活用・応用
　　　　 ●住宅・建築に係る法制度・基準の整備

展開国の社会的課題解決
と持続的経済発展の実現

我が国技術を活用・応用した
民間企業の海外展開の促進

技術的知見の蓄積
●耐震･免震･制振構造
●環境建築対策・技術
●プレハブ工法　
　など

政策的知見の蓄積
●住宅金融
●公的住宅供給・管理
●建築基準
●住環境整備・都市再生　

多摩NT

○ 住宅・建築分野において、我が国が戦後住宅不足や幾多の災害を乗り越える中で蓄積してき
た政策的・技術的知見を最大限に活かした国際協力・海外展開を推進



住宅分野における国際展開の事例 （ミャンマー）
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プロジェクトサイト
（ミャンマー国際空港の北約15km）

○プロジェクト内容　 中低所得者向けアパート２棟の建設

○建設地　　 　　　　ヤンゴン市北部

○建物概要　　　　　従来のミャンマー住宅仕様をベースに日本部材を導入

Ａタイプ： ２階建て、２DK×４戸、計２９６㎡

Ｂタイプ： ２階建て、２LDKメゾネット×２戸、計２３７㎡

※Ａ・ＢタイプともＲＣフレーム、レンガインフィル

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
概
要

パ イ ロ ッ ト プ ロ ジ ェ ク ト の ス キ ー ム

■ 基礎情報
● 実施機関： JIBH（(一社)国際建築住宅産業協会） ※１
　　　　　　　　　MCEF（ミャンマー建設業連盟） ※２

※１　JMHU（日本･ミャンマー住宅都市産業協議会）から事業を継承。
※２　MCEA（ミャンマー建設業協会）から事業を継承。

● 事業目的：
・日本からの施工管理と施工指導による、ミャンマーの建築技術向上。
・日本の部材や設備を用いた住宅の周知による、日本製品の品質や技術
力の紹介。

■ 経緯
2017年 1月： 住宅都市開発セミナー（ヤンゴン）にてプロジェクト提案
2017年 7月： MCEAよりプロジェクトサイトの提案

2017年12月： JMHU・MCEA覚書締結、パイロットプロジェクト着工
2018年10月： 完工

2018年11月： 竣工式、セミナー、
　　　　　　　　 パイロットプロジェクト運営管理に関する覚書締結

※住宅局補助事業(平成30年度)で、パイロットプロジェクトにおける施工指導（指
導員旅費）・PR事業（映像、パンフレット制作等）に係る費用を補助。（1/2補助）

2019年10月： 経過報告会・Ｂ棟引渡し式 （※Ａ棟は2021年引渡し予定）

○ 日本ミャンマー住宅都市産業協議会（JMHU）とミャンマー建設業協会（MCEA）により、中低所得者向けアパート
２棟を建設。日本の技術・製品の品質のアピールとともに、現地の施工・監理技術、維持管理技術の向上を推進



１. 産業について

　　- 住宅産業の動向について

　　- 住生活関連産業の動向について
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２. 新たな技術の活用等について

    - 新技術等の動向について

　　- 住生活分野における新技術活用等について 



住生活関連産業分野について
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○ 住生活関連産業は、住生活に関わる幅広い世帯・ニーズに応える新たな成長産業

○医療・介護・福祉
・見守り、安否確認
・生活サポート
・在宅医療・介護、遠隔医療
・終活

○保育・教育
・育児
・教育・学習

○防犯・セキュリティ
・ホームセキュリティ
・装置・センサ類

○生活支援
・家事支援
・買物支援
・食事
・宅配
・移動支援
・収納・保管

○趣味・カルチャー
・ライフスタイル対応型住宅
・レジャー・フィットネス

○仕事
・在宅勤務

『伴走型』住生活関連サービス
～個人の生活に寄り添う包括的な支援～

住宅産業
○新築
・新築供給

○流通
・既存住宅流通
・買取再販
・賃貸仲介

○リフォーム
・リフォーム・リノベーション

○管理
・マンション管理
・賃貸住宅管理

金融・保険

○金融
・住宅ローン
・リフォームローン
・リフォーム一体型
   ローン
・リバースモゲージ

○保険
・住宅瑕疵保険
・火災保険 ・地震保険
○債務保証
・住宅ローンの債務保証
・家賃債務保証

○検査・保証
・インスペクション
・瑕疵保険
・住宅履歴情報

○専門家相談・支援
・住まいの終活
・DIYサポート

○空き家管理
・見回り・管理
・残置物処理

○既存住宅の活用
・シェアリングサービスによる活用
・既存住宅の他用途転用

○コミュニティ
・コミュニティ・アセットマネジメ

ント

次世代の住宅～住宅そのものの進化～

住生活関連産業

○災害対応住宅
・災害に強い住宅

○省エネ住宅
・ZEH
・エネルギーマネジメントシステム
・インフラフリーユニット
○スマート住宅
・IoT住宅

住生活関連産業

『住宅のアセットマネジメント』
～良質な住宅資産を活用～

第３回勉強会資料５



主な住生活関連産業の事例（住宅の検査等）

公益社団法人

・国土交通省の既存住宅状況調査技術者講習制度に基づき、団体が
建築士向けに既存住宅状況調査技術者講習を開催

・講習を修了した専門家(既存住宅状況調査技術者)が既存住宅状況
調査を実施することで、消費者は建物の質を踏まえた、住宅購入の
判断や交渉が可能になる

　住宅履歴情報管理のイメージ

住宅履歴情報インスペクション団体（例）

○ インスペクションの市場規模は、推計45,000件,21億8千万円(2016年度),52,500件, 25億3千万円(2017年
度),61,400件, 29億5千万円(2018年度)

○ 良質な住宅ストックが適正に評価される市場を目指し、インスペクションや住宅履歴等の活用が進んでおり、社団
法人、NPO法人等における資格を取得したインスペクターによるインスペクションサービスが展開されている

○ 住宅履歴情報の管理を支援するサービスも登場しており、住宅を建設したハウスメーカーが一括で管理するものや、
パソコンソフト、クラウド上で管理するWebサービス等も提供されている

診断項目(イメージ図)

住宅履歴情報

・住宅履歴情報とは、住宅の設計、施工、維持管理等に関する情報
をまとめたもの。住宅の新築時や点検、リフォームなど維持管理時
の情報を蓄積し、次の維持管理や売買の際にそれらの情報を活用
することが可能

出典： 公益社団法人日本建築士会連合会 出典：国交省作成資料 13



主な住生活関連産業の事例（防犯設備）

・入口に設置したカメラに映った顔を
自動検出、照合、認証されること
により、施設の扉が解錠される

・老人ホーム等において、登録され
た人物の入館記録が一定期間な
い場合や、無断外出を行った場合
に、その情報が管理者に自動通
知されるといった見守りへの活用
が可能

顔認証による解錠

見守り通知機能

特定者入館制限機能

・居住者以外の、出入り業者（新聞
配達員など）の顔認証による入館
許可を設定することが可能

出典：GLORY HP

玄関ドア用スマートロック（例）

スマートロック（例） 顔認証システム（例）

スマートロックを活用した宅配ボックス（例）

・スマートロックを活用した宅配ボックスは、荷物が届いた際にス
マートフォンに通知されたり、スマートフォンでロックを解除できる
など利便性が高い。

出典：Qrio HP

出典：大和ハウス HP

・スマートロックは、スマートフォ
ン等によるIT認証により玄関ド
アの施解錠が可能。一定時間
経過すると自動でロックされる
等、利便性が高い

・賃貸住宅において、内見時の
鍵の受け渡しや、入居者が変
わる際の鍵交換が不要になる
等、利便性が向上

玄関ドアのスマートロック

宅配ボックスのスマートロック

○ 防犯設備（防犯ロック・住宅情報盤・テレビドアホン）の市場規模は、推計920億円(2017年)

○ スマートフォン等によるIT認証で解錠・施錠可能なスマートロックが、住宅や宅配ボックス等で活用され、
顔認証システムは、マンションのオートロックや高齢者住居の入退出管理等に活用され始めている

入管管理システム（例）

来訪者検知システム（例）

見守り通知システム（例）

14



主な住生活関連産業の事例（ＤＩＹサポート・ＤＩＹ可能な賃貸住宅）

出典：toolbox HP 出典：ＵＲ賃貸ＨＰ

・DIYでリフォームをしたいが、「どうやってやるのか」、「道具は何を
使えばいいのか」などが分からない居住者のために、DIYリフォー
ムを支援するサービス

・デザインから工事完了まで、居住者とサービス業者が一緒にDIY
を実施するサービスやワークショップ形式のものなどがある

DIY前

・DIYショップや住民専用のDIY工房を設置するなど、居住者が
DIYをしやすい環境を整えているものもあり、不定期でワーク
ショップを開催するなどして、居住者のDIYをサポート

DIY後

DIYサポートサービス（例） DIY可能な賃貸住宅（例）

○ DIY素材・用品の市場規模は、推計6,900億円(2019年)

○ リフォーム費用を抑えたい、DIYリフォームをすることが不安といった居住者に対して、ワーク
ショップや出張サポートを行うDIYサポートサービスが登場

○ 原状回復義務や入居までのDIY期間の家賃(3か月)が免除となる賃貸住宅も提供されている

・入居前の3ヶ月間を
DIY期間として家賃
が無料となり、壁・
床・水回りなどのリ
フォームが可能

・一般的な賃貸住宅
で必要となる原状
回復義務も免除と
なる

15



主な住生活関連産業の事例（見回り・管理）

16

○ 空き家管理委託サービスの潜在市場規模は、推計163億円(2016年)

○ 空き家管理サービスはNPO法人や民間事業者により提供されている

玄関周辺の目視確認 通気換気

草木の繁殖報告 水道管の確認

出典： NPO法人 空家・空地管理センターHP

・基本サービスとして目視による建物点検等の簡易的な管理を実施

・本格的な管理を依頼した場合には、敷地内ごみ処理、敷地内庭木確
認、通気・換気、雨漏り点検、通水、ポスト清掃等の実施が可能

・オプションサービスとして草刈りや、郵便物転送、屋根の雪下ろし等
のサービスを設定

空き家管理サービス（ＮＰＯ法人提供例）

出典： 東京ガスHP

・公益事業者が家事代行サービス事業者と連携し、空き家管理サービス
を提供

・公益事業者が窓口となり、家事代行サービス事業者が空き家管理サー
ビスを実施

・管理内容（外観・内観確認、換気、通水、郵便物回収等）は現地カウン
セリングを通じて決定

空き家管理サービス（民間事業者提供例）

空き家管理内容の例



主な住生活関連産業の事例（ホームセキュリティ）

○ ホームセキュリティサービスの市場規模は、推計1,200億円(2017年)

○ 警備会社では、セキュリティシステムを通じて契約者の自宅を24時間365日体制で見守り、非常時は警備員
を派遣するトータルセキュリティサービスを提供

○ 居住者自身がIoTデバイスを設置し、異常発生時には大音量の警告音と居住者のスマートフォンに通知が　
なされる比較的安価なセルフセキュリティも登場

外出時の防犯

泥棒の侵入など、異常を感知すると
警備会社に送信

センサー

出典：SECOM HP

火災監視サービス

火災をブザーと音声で知らせ、異常
を警備会社に送信

非常通報サービス

危険を感じた際、非常ボタンで
警備会社に通報

出典：SecualHP

・窓やドアなどにセンサーを設置し、微細な振動を検知した際には、大音
量の警戒アラームとスマートフォンへ通知が行われる防犯サービス

・高齢単身世帯を想定した見守り機能や、気象警報等をスマートフォンに
通知する防災機能もあり

　

住居の異常を検知
異常発生を

スマートフォンに通知

在宅時の防犯
異常を警備会社に送信

・設置したセンサーで異常を検知した際に、24時間365日体制で警備員
が駆けつけ対処するサービス

・以下の基本サービスの他、オプションでガス漏れ監視、救急通報、安
否見守りサービス等もあり

トータルセキュリティサービス（例） セルフセキュリティ（例）

17



主な住生活関連産業の事例（高齢者見守りサービス）

○ 高齢者見守りサービスの市場規模は、推計75億円(2018年)

○ 高齢者宅へ直接訪問するサービスや、スマートフォン単体でのサービス、遠隔カメラ等のIoTデバイス
とスマートフォンを連動させたサービスなど、多様な高齢者見守りサービスが提供されており、高齢
の親と同居や近居ができない家族による利用が増えている

出典：見守りCUBE HP

・高齢者の様子を撮影した映像を離
れた場所にいる家族がスマートフォ
ン・パソコン・タブレットで見ることが
できるサービス

・カメラ本体にはSIMカードが内蔵さ
れており、インターネット回線への接
続が不要であるためカメラの設置が
容易

遠隔カメラによる見守り

出典：ソフトバンク HP

・離れて暮らす家族の安否を、スマート
フォンを利用して確認するサービス

・高齢者等のスマートフォンの利用履歴が
サーバ上に保存され、家族等がアプリ
ケーション内で利用履歴を確認すること
が可能

・一定時間利用履歴がない場合は、高齢
者等に自動的に電話され、反応がない
場合には、家族等に通知

スマートフォンやIoTデバイスを活用した見守りサービス（例）

スマートフォンの利用履歴確認による見守り

高齢者の安否確認見回りサービス（例）

・スタッフが定期的に高齢者の自宅を訪問（1回/月程度）し、会話を
通じて生活状況等の確認を行い、その結果を依頼主の家族に対し
てメールで報告するサービスを実施

・訪問時には、健康状態や生活状況等を確認できる複数の質問（下
表）や、依頼主が選択した項目について質問

・その他、訪問だけで無く、高齢
者へ毎日電話で体調確認を
行い家族にメールで報告する
サービスや、家族からの要請
に応じて提携している警備会
社が高齢者宅に駆けつける
サービスも提供

質問
Q1.最近体調はいかがですか？

Q2.最近、食事は規則的にとっていま
すか？

Q3.最近、良く眠れていますか？

Q4.最近どの程度、運動を行っていま
すか？
Q5.外出は1週間にどれくらいですか？

Q6.最近、特に日常生活で支障を感じ
ることがありますか？

Q7.最近、心配事はありますか？
18



１. 産業について

　　- 住宅産業の動向について

　　- 住生活関連産業の動向について

　  - 人材・担い手について 

２. 新たな技術の活用等について

    - 新技術等の動向について

　　- 住生活分野における新技術活用等について 



大工就業者数の推移
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（参考）
　建設・土木作業従業者 （％）

（総務省「国勢調査」）　

（％） （万人）（万人） 大工就業者

〇 木造住宅の担い手である大工就業者数は、平成27年に約35万人と、20年間で半減
〇 人数の減少率と高齢化（60歳以上の比率）は、建設業従業者(全体)に比べて大きい

第47回分科会資料５



木造住宅・都市木造建築物における生産体制整備事業

21

民間団体等が複数年計画に基づき実施する、大工技能者等の確保・育成の取組を支援。

都市木造建築物の設計の円滑化に資する環境を整備する取組及び都市木造建築物を担う
設計者を育成・サポートする取組を支援。

（１）大工技能者等の担い手確保・育成事業

（２）都市木造建築物設計支援事業

【事 業 内 容】
①団体主導型

大工技能者等に関係する民間団体等が全国的に実施する大工技能者等の
確保・育成の取組に対する支援を行う。

②地域連携型
地域における複数の大工技能者関係機関が連携して実施する大工技能者
等の確保・育成の取組に対する支援を行う。

【補 助 対 象】　大工技能者等の確保・育成の取組に要する費用

【事 業 内 容】
①都市木造建築物設計支援情報の集約一元化

都市木造建築物の設計に資する技術情報を集約・整理し、設計者へ一元的に提供する情報インフラ（ポータル
サイト）の整備に対する支援を行う。

②都市木造建築物設計者の育成
都市木造建築物の設計に関する講習及び具体の設計に対する技術サポートに対する支援を行う。

【補 助 対 象】　①情報インフラ（ポータルサイト）の整備に要する費用
　　　　　　　　　　  ②設計に関する講習及び具体の設計に対する技術サポートに要する費用

【補助事業者】　民間事業者等　　　　　　　【補　 助　 率】　定額　　　　　　　【事  業  期  間】　令和２年度～令和４年度

各団体・地域にとって最適な＜確保・育成＞のスキームを構築し、各団体・地域での持続的な取組へと
繋げていくことで、将来にわたり大工技能者の能力を発揮できる木造住宅生産体制の整備を図る。

大工技能者等に関係する団体・
協議会（中央組織）

特定の地域における複数の大工
技能者等関係団体・機関による
グループ

大
工
技
能
者
の
減
少

高
齢
化
に
歯
止
め

団体主導型

地域連携型

〇 木造住宅の担い手である大工技能者の減少・高齢化が進む中、木造住宅及び都市部における非住宅や　中
高層の木造建築物（都市木造建築物）の生産体制の整備を図るため、民間団体等が行う大工技能者等の確
保・育成の取組や、拡大余地のある都市木造建築物を担う設計者の育成・サポート等の取組を支援



宅地建物取引業における従事者数及び業者数の推移

22

出典： 従事者数　(一財)不動産適正取引推進機構
　　　　　　　　　　　「宅建業者・取引主任者の統計」
          業者数　国土交通省「宅地建物取引業者数調べ」

（注１）宅地建物取引業：宅地や建物の売買や交換及び売買や交換、貸借をするときの代理や媒介を業として行うもの

（注２）宅地建物取引士の就業者：取引士証の交付を受け、かつ、宅建業に従事している者

（注３）H6以前の宅地建物取引業従事者数は統計データなし
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〇 宅地建物取引業（注1）に従事する者の数（2018年度）は57.1万人で、2017年に比べ微増

〇 宅地建物取引業者数（2018年度）は約12.4万業者で、ここ数年はほぼ横ばい

〇 宅地建物取引士の就業者数（注2）は約31.8万人で、年々増加



マンション管理業者の登録数等の推移
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〇 マンション管理登録業者数は平成30年度時点で約2000業者であり、近年は減少傾向

〇 一方で、受託した管理組合数や管理業務主任者登録数は増加傾向
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賃貸住宅管理業登録業者数・登録業者の管理戸数の推移[令和２年３月末現在]
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〇 登録業者数、管理戸数ともに年々増加

〇 登録業者の管理戸数は約825万戸（民営借家1,530万戸の約５割）
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管理戸数（戸）転貸借原契約戸数 管理委託受託戸数

登録業者数 管理戸数

【注１】本分析における登録業者の管理戸数は、登録申請時の「直前の事業年度の業務の状況に関する書面」又は登録後の「業務等状況報告書」のうち可能な限り直近の管理実績等を用いて集計。
【注２】「民営借家戸数」は、平成３０年住宅土地統計調査による。



賃貸住宅の管理業務等の適正化に関する法律案（令和２年３月６日閣議決定）
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背景・必要性
○　賃貸住宅は、賃貸住宅志向の高まりや単身世帯、外国人居住者の増加等を背景に、今後も我が

国の生活の基盤としての重要性は一層増大。

○　一方、賃貸住宅の管理は、従前、自ら管理を実施するオーナーが中心であったが、近年、オー

ナーの高齢化や相続等に伴う兼業化の進展、管理内容の高度化等により、管理業者に管理を委

託等するオーナーが増加。

○　さらに、賃貸経営を管理業者にいわば一任できる“サブリース方式”も増加。

○　しかし、管理業者の介在が増加する中、オーナーあるいは入居者とのトラブルが増加。特に、サ

ブリース方式では、家賃保証等の契約条件の誤認を原因とするトラブルが多発し、社会問題化。 サブリース業者

サブ
リース契約

（転貸借契約）

賃借人
（入居者）

賃貸人
（所有者）

【サブリース方式】

勧誘

重要事項説明の義務付け・不当勧誘の禁止

勧誘者

マスターリース契約
（賃貸借契約）

　　　  ＋管理受託契約

【受託管理のみ】

賃貸住宅管理業者

賃借人
（入居者）

賃貸人
（所有者）

賃貸借契約

管理受託契約

２．賃貸住宅管理業に係る登録制度の創設

（２） 賃貸住宅管理業者の業務における義務付け
  ①　業務管理者の配置

　　　事務所毎に、賃貸住宅管理の知識・経験等を有する者を配置

  ②　管理受託契約締結前の重要事項の説明

　  　具体的な管理業務の内容・実施方法等について書面を交付して説明

  ③　財産の分別管理

　  　管理する家賃等について、自己の固有の財産等と分別して管理

  ④　定期報告

　 　業務の実施状況等について、管理受託契約の相手方に対して定期的に報告

（１） 賃貸住宅管理業の登録

       委託を受けて賃貸住宅管理業務（賃貸住宅の維持保全、金銭の管理）を行う事業
を営もうとする者について、国土交通大臣の登録を義務付け　　※管理戸数が一

定規模未満の者は対象外

１．サブリース業者と所有者との間の賃貸借契約の適正化に係る措置

〇　トラブルを未然に防止するため、全てのサブリース業者の勧誘時や契約

締結時に一定の規制を導入

〇　サブリース業者と組んで勧誘を行う者（勧誘者）も、勧誘の適正化のため

規制の対象とする

○　違反者に対しては、業務停止命令や罰金等の措置により、実効性を担保

（１） 不当な勧誘行為の禁止

　　　　　サブリース業者・勧誘者による特定賃貸借契約（マスターリース契

約）勧誘時に、家賃の減額リスクなど相手方の判断に影響を及ぼす事

項について故意に事実を告げず、又は不実を告げる行為の禁止

（２） 特定賃貸借契約締結前の重要事項説明

　　　　　マスターリース契約の締結前に、家賃、契約期間等を記載した書面

を交付して説明

〇　賃貸住宅における良好な居住環境の確保を図るとともに、不良業者を排除し、

業界の健全な発展・育成を図るため、賃貸住宅管理業者の登録制度を創設

施行期日
１．サブリース業者と所有者との間の賃貸借契約の適正化に係る措置：公布の日から起算して６月を超えない範囲内において政令で定める日

２．賃貸住宅管理業に係る登録制度の創設：公布の日から起算して１年を超えない範囲内において政令で定める日



１. 産業について

　　- 住宅産業の動向について

　　- 住生活関連産業の動向について

　  - 人材・担い手について 

２. 新たな技術の活用等について

    - 新技術等の動向について

　　- 住生活分野における新技術活用等について 



携帯電話やスマートフォンを生活の必需品と考える割合
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○「携帯電話やスマートフォンは自分の生活になくてはならない」と考えている割合は、40歳未満の若い年代で８割を
超え、70歳以上においても４割を超えており、現代において携帯電話やスマートフォンを生活の必需品となっている
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（％）

全体

70歳以上

60歳代
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30歳代

25-29歳

20-24歳

15-19歳

携帯電話やスマートフォンを生活の必需品と考える割合

かなり当てはまる ある程度当てはまる

どちらともいえない あまり当てはまらない

出典： 消費者庁「消費者意識基本調査」（2016年度）より作成

注1：「 携帯電話やスマートフォンは自分の生活になくてはならないと思う、という　　
　　　考え方について、あなたはどの程度当てはまりますか。」との問に対する回答
注2：四捨五入のため合計は必ずしも一致しない



シェアリングエコノミーに対する意識
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N=10,029

N=9,918

N=9,707
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72.7

70.6

82.7

85.7

61.2

57.1 

60.0 

59.4 

83.9 

66.7 

63.5 

40.0 

52.3 

58.3 

88.6 

72.8 

72.9 

クラウドファンディング

家事・手伝い・シッターなどの

スキルや労働力

ビジネスプロフェッショナル

スキル

モノ

移動手段

場所・空間

2019 2018 2017

32.4

14.3

21.6

20.5

37.4

17.6

0 5 10 15 20 25 30 35 40

新しいビジネスや技術が開発され、

イノベーション創出につながると思う

企業の競争力を高めると思う

就業や企業機会の創出につながると思う

社会課題・地球課題の解決につながると思う

無駄な生産・消費を減らすことができると思う

環境への負荷の低減になると思う

出典：「国内シェアリングエコノミーに関する意識調査2019」（PwCコンサルティング合同会社）

シェアリングエコノミーサービスの利用経験 シェアリングエコノミーの日本経済・社会への影響

2.7

3.5

4.5

16.4

18.6

22.4

80.9

77.9

73.1

2017

2018

2019

具体的に知っている 聞いたことはある程度 全く知らない
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利用経験あり 利用経験なし

○ 消費者におけるシェアリングエコノミーの認知度は2019年時点で約27％。利用経験がある者は約15％となっており、

このうち複数回利用したことがあるサービスとして「場所・空間」「モノ」の割合が増加している

○ シェアリングエコノミーは「無駄な生産・消費の減」「イノベーション創出」につながると考える割合が高い

N=10,029

N=9,918

N=9,707

シェアリングエコノミーの認知度

26.9

22.1

19.1

シェアリングエコノミーサービスの複数回利用者割合（分野別）



SDGsに対する認知度
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○ 日本の生活者全体におけるSDGsの認知度は約24％であり、若い年代ほど認知度が高く、男性の方が認知度が高い

○ 企業の経営層におけるSDGsの認知度は、大企業で約60%。別の調査によると、中小企業では約15％
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男性30代

男性20代

生活者全体のSDGsの認知度（男女別年代別）

詳しく知っている 聞いたことはある 知らない

2015年 2016年 2017年 2018年

主にCSR担当に定着している 61% 84% 86% 84%

経営陣に定着している 20% 28% 36% 59%

中間管理職に定着している 4% 5% 9% 18%

従業員にも定着している － － 8% 17%

関連会社などステークホル
ダーにも定着している

－ 3% 2% 4%

わからない 15% 12% 7% 3%

84.2% 8.0% 5.8%

0.8%
1.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中小企業経営者のSDGsの認知度

SDGsについて全く知らない 聞いたことがあるが、内容は知らない
内容はしっているが特に対応は検討していない 対応、アクションを検討している

出典：左側「2019年度 ESG/SDGsに関する意識調査」（株式会社電通パブリックリレーションズ）
　　　右上「主流化に向かうSDGsとビジネス」（公益財団法人地球環境戦略研究機関）、右下「中小企業のSDGs認知度・実態等調査」(経済産業省関東経済産業局)
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生活者全体の2018年と2019年のSDGsの認知度比較
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大企業におけるSDGsの認知度



１. 産業について

　　- 住宅産業の動向について

　　- 住生活関連産業の動向について

　  - 人材・担い手について 

２. 新たな技術の活用等について

    - 新技術等の動向について

　　- 住生活分野における新技術活用等について 



建築BIMの推進に係る今後の取り組み：官民一体の推進体制の構築
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○ 建築物の生産プロセス及び維持・管理において、BIMを通じ情報が一貫して利活用される仕組みの構築を図り、建
築分野での生産性向上を図るため、令和元年６月より、官民が一体となってBIMの推進を図るため建築BIM推進会議
を省内に構築（既存のBIM/CIM推進委員会の下に建築分野における検討WGとして構成）

○ 建築BIM推進会議においては、各分野で進んでいる検討状況の共有や建築BIMを活用した建築物の生産・維持管理プ
ロセスやBIMのもたらす周辺環境の将来像を提示するとともに、将来像に向けた官民の役割分担・工程表（ロード
マップ）を提示

○ 個別課題に対応するため、令和元年10月より、企画･設計･施工･管理までのワークフロー等を検討する「建築BIM環
境整備部会」の設置や、各団体の活動を部会に位置づけることで、建築BIM活用に向けた市場環境の整備を推進

ガイドライン・要領基準
改定WG

国際標準対応WG

実施体制検討
WG

活用促進WG

土木分野

建築BIM推進会議

buildingSMART　Japan
土木委員会、建築(意匠・構造・設備）委員会

国際土木委員会
標準化委員会

（JACIC)

土木学会各地方整備局等

BIM/CIM推進委員会

民の取組

ⅰ－Construction

国際標準化への対応連携

連携

成果の連携・共有

実施状況の
共有・結果分析

実施体制の改善検討
教育支

援

検討体制

［参加者］建築物の設計、施工、維持管理などに係る省
内関係部署、民間関係団体、学識、国土技
術政策総合研究所、建築研究所等

［当面の検討課題］建築BIMの活用による将来像、将
来像の実現に向けた官民の役割分担、工程表

　※　個別課題に対応した各検討部会を設置
連携・相互調整

参加・
成果共有・
相互調整

建築分野
建築分野における検討WG

建築BIM環境
整備部会

・企画・設計・施工・管理までの
役割分担や標準フォーマットの
整備　等

建築確認に
おけるBIM活

用推進
協議会

BIMライブ
ラリ技術研
究組合
(BLCJ)

各団体の活動（一部部会に位置づける）



新技術の活用による建築関連規制の精緻化について
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定期検査のうち以下のものについて、ドローン、センサー等の技術の活用により効率的な検査手法を活用できる　
環境整備の在り方等について検討

　　

○ 建築基準法に基づく定期検査において、ドローンやセンサー等の新技術を活用した効率的な検査が
可能となるよう、環境整備のあり方等について検討を開始

一定の規模・用途の建築物の所有者は、当該建築物の劣化状況等が安全性に影響を与えるものでないことを確認　
するため、定期的に専門技術者による検査を実施し、その結果を特定行政庁に報告することが義務付けられている
特定行政庁は、報告内容を踏まえ、必要に応じて、所有者に対して補修等を行うことを指導

　　※ 主な検査項目
　     ・ 建築物の「建築物の外部（外壁など）」「屋上及び屋根」「建築物の内部」「敷地及び地盤」等
　     ・ エレベーターの「ロープ」「ブレーキ」「駆動装置」「制御器」等　　

外壁タイルの剥がれ等の検査

［おおむね１０年に１回］

現状

ハンマーの全面打診等による検査

検討の方向性

赤外線センサーを搭載した

ドローンによる検査

　　

エレベータのロープの摩耗等の検査

［おおむね１年に１回］

現状

技術者の目視・測定による

検査

検討の方向性

摩耗等を感知するセンサー

による検査

建築基準法に基づく定期検査制度について

新技術を活用した精緻化の方向性　　　　　

ロープの摩耗等を検出

タ
イ
ル
の
浮
き
部
分

を
検
出



ＺＥＨ（ゼロ・エネルギー住宅）等の推進に向けた取組
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○ 関係省庁（経済産業省・国土交通省・環境省）が連携して、住宅の省エネ・省CO2化に取り組み、
2020年までにハウスメーカー等が新築する注文戸建住宅の半数以上をZEHにし、2030年までに  
建売戸建や集合住宅を含む新築住宅の平均でZEHを実現することを目指す

さらに省CO2化を進めた先導的な低炭素住宅
（ライフサイクルカーボンマイナス住宅（ＬＣＣＭ住宅））

省エネ性能表示（BELS）
を活用した

申請手続の共通化

関連情報の
一元的提供

将来の更なる普及に向けて供給を促進すべきZEH
※　より高性能なＺＥＨ、集合住宅（超高層）

ＺＥＨに対する支援

中小工務店等が連携して建築するＺＥＨ
※　ZEHの施工経験が乏しい事業者に対する優遇

引き続き供給を促進すべきＺＥＨ
※　戸建住宅、集合住宅（高層以下）

R2予算額：90.7億円の内数 　【国土交通省】

R2予算額：459.5億円の内数  【経済産業省】

R2予算額：162億円の内数　 【環境省】

R2予算額：135億円の内数　【国土交通省】

○ 関係省庁（経済産業省・国土交通省・環境省）が連携して、住宅の省エネ・省CO2化に取り組み、
2020年までにハウスメーカー等が新築する注文戸建住宅の半数以上をZEHにし、2030年までに  
建売戸建や集合住宅を含む新築住宅の平均でZEHを実現することを目指す
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効　果

【対象事業】　

　住宅において、IoT技術等を活用して住宅や住生活の質の向上に資する取組の実用化に向けた課題・効果等の実証事業を実施するもの。

　　○ 住生活の質の向上

事 業 概 要

【補助率】　１／２　 　【限度額】  ５億円　等

　　○ 住生活関連の新たなビジネスの成長

高齢者・障害者等の自立支援

＜住宅や住生活の質の向上に資する取組テーマ＞

防犯対策の充実

コミュニティの維持・形成

家事負担の軽減・時間短縮

物流効率化への貢献

高齢者や障がい者等にとって、プライバシーが確保されつつ、自立的な日常生活（建具等の自動
開閉、移動支援、自力での入浴や排泄）を可能とする住宅や、災害時の自立的な避難（災害情報
の通知、避難のための経路確保・移動支援）を可能とする住宅・サービスの実現

居住者の個人情報・プライバシーが確保されつつ、子どもをはじめとする居住者の安全・安心の
確保を可能とする住宅・サービスの実現

住宅のレイアウト変更や掃除、メンテナンスの容易性を前提とし、子どもにとっての安全性に
も配慮して、家事負担（子どもの見守りを含む）の軽減を可能とする住宅・サービスの実現

居住者の個人情報・プライバシーが確保されつつ、高齢者等が地域のサポートや繋がりといった
共助を得られる仕組みや、マンション居住者同士でのサポートや繋がりといった共助が促される
住宅・サービスの実現

住宅のセキュリティや居住者のプライバシーを確保しつつ、不在再配達の削減を可能とする
住宅・サービスの実現

スマートキーを活
用した宅配BOX

住戸内の温熱環境等を
踏まえた住宅設備機器
や家電の最適制御

住宅で取得したバイタル
データ（血圧､体温､脈拍
､体重）を医師が遠隔診
断

スマホと連動したドア・
窓の鍵のかけ忘れ確認、
見守りサービス

健康管理の支援

高齢者等にとって、プライバシーが確保されつつ、病気の早期発見を可能とし、なるべく長く健康か
つ自立的な生活を送ることを可能とする住宅・サービスの実現

○ 子育て世帯・高齢者世帯など幅広い世帯のニーズに応える住生活関連の新たなビジネス市場の
創出・拡大の促進を図るため、健康・介護、少子化対策等に寄与するIoT技術等を活用した住宅
の実用化に向けた課題・効果等の実証を行う事業に対して支援を実施
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下記の要件を満たす木造建築物
　（公募し、有識者委員会により選定）

【調査設計費】
  先導的な木造化に関する費用の１／２以下。

① 構造・防火面で先導的な設計・施工技術の導入されるもの
② 使用する材料や工法の工夫により整備コストを低減させるなどの、

木材利用に関する建築生産システムについて先導性を有するもの
③ 主要構造部に木材を一定以上使用するもの
④ 建築基準法上特段の措置を要する一定規模以上のもの
⑤ 先導的な技術について、内容を検証し公表するもの
⑥ 建築物及びその情報が、竣工後に多数の者の目に触れると認められるもの

　　民間事業者、地方公共団体等
● 補助対象事業者

● 対象プロジェクト

【建設工事費】
　木造化による掛増し費用の１／２以下。

（ただし算出が困難な場合は建設工事費の15％）

● 補助額

（１）多様な用途の先導的木造建築物への支援

　先導的な設計・施工技術が導入される実用的で多様な用途の木造
建築物等の整備に対し、国が費用の一部を支援

（２）実験棟整備への支援と性能の検証

【調査設計費及び建設工事費】
定額 （上限30百万円）

● 補助対象事業者

● 対象プロジェクト

● 補助額
民間事業者、地方公共団体等

CLT（直交集成板）パネル CLT工法による実験棟

① 木材利用に関する建築生産システム等の先導性を有
するもの

② 国の制度基準に関する実験・検証を行うもの
③ 公的主体と共同または協力を得た研究の実施
④ 実験・検証の内容の公表
⑤ 実験・検証の一般公開等による普及啓発等

　ＣＬＴ等新たな木質建築材料を用いた工法
等について、建築実証と居住性等の実験を担う
実験棟の整備費用の一部を支援

※ 補助額の上限は原則合計５億円

下記の要件を満たす木造の実験棟
　（公募し、有識者委員会により選定）

　 木質耐火部材を使用した
耐火建築物

CLT工法による木造ホテル

〇 木造化に係る住宅・建築物のリーディングプロジェクトを広く民間等から提案を募り、支援を　
行うことにより、総合的な観点からサステナブルな社会の形成を図る


